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独立行政法人国立健康・栄養研究所外部評価委員会における 
各事業年度の業務実績にかかわる評価の考え方 

 
独立行政法人国立健康・栄養研究所 

 
独立行政法人通則法第３２条の規定に基づき、独立行政法人国立健康・栄養研究所（以下「研究所」という。）における各

事業年度にかかわる業務実績に関して行う評価については、厚生労働省独立行政法人評価委員会にて実施する。 
 厚生労働省独立行政法人評価委員会の開催に先立ち、研究所は各事業年度にかかわる業務実績について、自ら外部評価委員

会を開催し、外部の有識者による評価を受けることとするが、その評価は厚生労働省独立行政法人評価委員会における評価基

準に準拠して実施するものとする。 
 
１，概要 
評価は、年度計画の達成度合いに応じた評価ランク分けを設定することにより行う。なお、評価結果を業務運営に反映する

ため、評価に当たっては業務運営の改善すべきについては改善すべき方向、その他の勧告を記述することとする。 
 
２，評価のランク分け 
 研究所の業務運営及び研究業務に関する達成状況を年度計画に照らし、次の基準により５段階で評価を行う。 
 「Ｓ」：目標を大幅に上回っている。 
 「Ａ」：目標を上回っている 
 「Ｂ」：目標を概ね達成している 
 「Ｃ」：目標をやや下回っている 
 「Ｄ」：目標を下回っており、大幅な改善が必要 
 
 なお、評価のランク分けの際には、必要に応じ、当該評価を下した理由及び所見を記述する。特に「Ｓ」ないしは「Ｄ」の

評価の際には、評価を下した理由を明示することとする。 
 
 
 このような観点に立ち、平成 14 年 5 月 28 日（火）に、平成 13 年度実績の事後評価に関して外部評価委員会を開催し、以

下の評価を得た。 



 
 
 

Ⅰ．業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 
 
 
 

評価のランク分け 
「Ｓ」：目標を大幅に上回っている。 
「Ａ」：目標を上回っている。 
「Ｂ」：目標を概ね達成している。 
「Ｃ」：目標をやや下回っている。 
「Ｄ」：目標を下回っており、大幅な改善が必要。 
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第１ 業務運営の効率化に関する目標を達成する
ためとるべき措置

１ 効率的な業務運営体制の確立

１． 効率的な業務運営体制（１）効率的な業務運営体制の確立

ア 組織体制 総合評価Ａ （個別評価ＡＡＡＡＢＢＢ）
現行の組織体制を見直し、５月１日を目途に、 ・平成１３年５月１５日に、中期計画を確実に達

業務の目的、内容に応じた区分による組織改正を 成するために、次のとおり組織改正を行った。 ・組織体制の見直し、重点調査研究業務の整
実施する。 資料１参照 備・決定、公募による研究員の採用などすべ（ ）

ア 重点調査研究等を効率的に行うため、１課７ て計画的に行われている。
イ 重点調査研究業務 研究部を１事務部、１研究企画・評価主幹、８研

重点調査研究業務（第２の２の（１）に掲げる 究部に改組。 ・組織改正や任期付き研究員など順調に進ん
業務）の各調査研究課題を審査決定し、５月まで イ 研究部門を支援する事務部門の体制を整備。 でいる。
に各プロジェクトチーム（研究系）を発足させ、 ウ 中期計画に掲げる重点調査研究３プロジェク
調査研究を実施する。 トチームに対応した３つの研究系を設け、研究系 ・任期付き研究員の評価基準の確立が求めら

は担当研究部から構成。 れる。
各研究部には、研究を行うにあたって適切な人

員を配置するとともに、プロジェクト研究の進行 ・中期計画及び平成１３年度の計画に沿って
管理を含めた研究の効率的実施のための体制を整 概ね達成している。効果を上げているかどう
備。 かは、今後に判定が必要である。

ウ 研究員
研究員の採用に当たっては 採用期間を考慮し ・研究員の流動化を促進するため、平成１３年度、 、

資質の高い人材をより広く求める。 中に採用した研究員２名は、全て公募により書類
選考を行った後面接を行い、任期付き研究員とし
て採用した。

２． 内部進行管理（２）内部進行管理の充実

ア 業務の効果的な推進を図るため、役員及び業 ・業務の進捗状況等の把握・管理のため、事務部 総合評価Ａ （個別評価ＡＡＡＡＢＢＢ）
務運営の責任者が業務の進捗状況を把握し、適切 長を含む各部長あるいは研究系長が毎月２回程
な指導・助言を行うための仕組みを整える。 度、部あるいは研究系ごとに会議を開き、各担当 ・理事長を中心に努力されていると思う。

また、複数の研究員が共同で行う研究課題につ （研究）者から報告させた上で、指導・助言を行
いては 課題ごとに理事長が担当管理者を指名し った。 ・業務の中心事項であり重要である。内部業、 、
内部進行管理を行わせる。 務評価委員会などにより意気込みがうかがわ
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・常勤研究職員に対して 「研究・業務実績書」 れる。、
の提出及び理事長面接よる個人業績評価を実施す
るとともに、必要な指導を実施した。

（ ）資料２参照

イ 業務の進行状況について 内部評価委員会 仮 ・内部研究業務評価委員会を立ち上げ平成１４年、 （
称）を設け、適正かつ客観的な基準に基づく点数 ３月２５日に、重点調査研究業務及び基盤的研究
制による把握・評価を行う。 業務について、年度計画の達成状況、研究成果の

発表状況及びプロジェクト運営等に関して点数制
の評価を実施した。

（ ）資料３参照

・なお、中期計画及び業務評価の 年目であるこ1
とから、評価結果を研究所職員の処遇に直接、反

、 。映をさせることは 今後の検討課題と考えている

３．経費節減（３）業務運営の効率化に伴う経費節減

総合評価Ａ （個別評価ＳＳＡＡＡＡＢ）ア 経費の節減

(ｱ)中期計画の予算の執行にあたり、経営状況を ・業務の進捗状況に応じた適切な予算の執行を図 ・運営費交付金以外の収入確保として、厚生
把握し、各業務への適切な資源配分を行うことが るため、その執行状況の把握に努めた。 科学研究費、文部省科研費、ヒューマン・サ
できる体制を整備する。 イエンス財団研究費など、前年度の２倍以上

・運営費交付金における中期目標に掲げられた経 を確保したことは大いに評価したい。経費節
費の節減を行った。 減の努力も認められる。

(ｲ)各業務ごとに適切な人員配置を行うとともに ・研究プロジェクトごとに研究を行うに当たって ・初年度はよいが、後年度になるほど新しい、
研究施設・設備の相互利用等を推進する。 適切な人員を配置するとともに、共同機械室の再 成果がでるか心配である。

整備を行い、研究しやすい体制の確保を図った。
・経費節減２％相当額の達成は評価できる。

・なお、研究所の組織再編及び国立医療・病院管
、 、理研究所の厚生労働省戸山研究庁舎からの移転に ・機械室の再整備 移転に伴う研究室の拡張

伴い研究室等の再配分を行い、研究資源の有効活 ハードシステムの変更という好条件に恵まれ
用を図った。 たものであるが、評価できる。

(ｳ)物品等の一括的な購入及び管理並びに効率的 ・物品購入等の経理を事務部が一括して行うこと ・外部資金約 千円の確保により、研160,000
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。な使用など、予算の効率的な執行を行う。 により、研究に必要な物品の一括発注等による効 究・業務の達成と優れた環境を確立している
率的な予算執行を行った。

・独法化の効果が認められる。
(ｴ)定型的業務については、費用・効果を斟酌し ・試験業務については、国民栄養調査の集計業務
たうえ、外部委託等による効率化を図る。 の一部等を外部に委託して業務の効率化を図っ

た。
（ ）資料４参照

イ 運営費交付金以外の収入の確保
厚生科学研究費補助金や（財）ヒューマンサイ ・平成１３年度における補助金等の外部資金の獲

エンス振興財団からの受託研究費等の競争的研究 得状況は、次のとおりである。
（ ）資金、受託研究費等の獲得に向けて積極的な対応 資料５参照

を図る。
区 分 件数 金額

（千円）

15 148,724厚生科学研究費補助金

7 123,425主任研究者分

10 15,748文部科学研究費補助金

9 14,900主任研究者分

1 500がん研究特別助成金 ,

2 7,000共同研究

6 28,900ﾋｭｰﾏﾝｻｲｴﾝｽ振興財団受託研究費

24 90,793その他受託研究費

58 291,665合 計

※金額は当研究所における執行額である。
※主任研究者分は再掲である。
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・運営費交付金以外の収入の確保を図るため、研
究所のパンフレットに、共同研究や受託研究を推
進する旨を掲載したほか、会議や講演会等、あら
ゆる機会をとらえて、ＰＲを行った。また、国際
協力や産学との連携を推進するため、平成１４年
４月１日付けで国際・産学共同研究センターを設
置するための準備を行った。

（ ）資料６参照

４．研究設備の利用２ 効率的な研究施設及び研究設備の利用
他機関との共同研究や受託研究において、双方 ・共同研究において、都内大学の研究施設の二重

の研究施設・設備の稼働状況に応じた共同利用の Ｘ腺照射装置( )、磁気共鳴装置( )、都 総合評価Ｂ （個別評価ＡＢＢＢＢＢＣ）DEXA MRI
推進を図る。 外の企業研究施設の 装置等を共同利用しPQCT

た。 ・研究所自体が手狭であること、また感染症
研究所との共用であるため計画通りにいかな

・国立医療・病院管理研究所の移転及び国立公衆 い面がある。研究施設や機器などの共同利用
衛生院からの職員の異動、受入れ等に伴って、共 などについてもより工夫が必要か。
同研究施設の再整備を行い研究資源の有効利用を
図った。 ・研究施設などを広く公開しプロジェクト研

究を、大学・産業界と行っていくことが望ま
・研究所の設備等の共同利用を促進するため、研 しい。
究所のパンフレットに、共同研究を推進する旨を
掲載したほか、会議や講演会等あらゆる機会をと ・研究施設の再編成等も進行中であり、研究

。らえてＰＲを行った。 所側もこの点ではまだ不充分と認識している



 
 
 

Ⅱ．国民に対して提供するサービスその他の業務の        

質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 
 
 

評価のランク分け 
「Ｓ」：目標を大幅に上回っている。 
「Ａ」：目標を上回っている。 
「Ｂ」：目標を概ね達成している。 
「Ｃ」：目標をやや下回っている。 
「Ｄ」：目標を下回っており、大幅な改善が必要。 
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第２ 国民に対して提供するサービスその他の業
務の質の向上に関する目標を達成するためとるべ
き措置

５．社会的ニーズの把握１ 社会的ニーズの把握
社会的ニーズを把握するために、健康・栄養に ・次のとおり、健康・栄養関連で、それぞれ異な

関連する諸団体（日本栄養士会、日本栄養改善学 る役割を担っている４団体を選定し、役員及び幹 総合評価Ｂ （個別評価ＡＡＢＢＢＢＢ）
、 。会等）との意見交換等を四半期に１回を目途に実 部同士で 各団体１回ずつ意見交換等を実施した

施する。 平成１３年１２月１２日 ・社会的ニーズをどのように把握するかにつ
独立行政法人食品総合研究所 いてインターネットの活用など、重点研究課

平成１４年 ２月 ５日 題としてかかげられており、成果を見守りた
社団法人日本栄養士会 い。

２月２５日
財団法人健康・体力づくり事業財団 ・関連学会との交流も視野に入れることが望

３月１８日 ましい。
お茶の水女子大学

資料７参照 ・より広い範囲の団体との意見交換を今後も（ ）
進めることを希望する。

・会議の内容を踏まえ、平成１４年度、さらに意
見交換を行うこととしている。 ・団体のみでなく、一般からの意見等も聞け

なお、日本栄養改善学会との意見交換は日程の ることが望ましい。
調整が不備であったため、平成１４年度に行うこ
ととしている。

２ 行政ニーズ及び社会的ニーズに沿った調査及
び研究の実施

（１）重点調査研究業務

ア 国民の健康の保持及び増進に関する調査及び ６．エネルギー代謝に関する調査研究
研究

エネルギー代謝に関する調査研究を実施する。 ・カロリーメータの精度管理上の問題を解決し、 総合評価Ａ （個別評価ＡＡＡＡＢＢＢ）
我が国初のヒューマンカロリーメータを用い、日 機器調整を完了し、当初目標であるエネルギー消
本人の栄養所要量の策定など次の項目について、 費量の測定誤差±１％未満を達成した。平成１３ ・今後の展開が期待される。
ヒトのエネルギー消費量に関する正確な測定デー 年度においては３０例の被験者宿泊実験を実施し
タを解析、収集する。 た。 ・基礎データをしっかりとることが重要で、
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イ 生活習慣病予防に関する調査及び研究 １０．生活習慣改善のための自己学習システ
生活習慣病予防のため、国民個々人の食生活・ ・一般の人を対象に、最新の健康・栄養情報を提 ムの開発に関する研究

運動・休養等の生活習慣の改善を支援する自己学 供するインターネット上のサイトを作成するた
習システムの研究開発等を行う。 め、高度情報技術を導入した「生活習慣改善のた 総合評価Ｂ （個別評価ＢＢＢＢＢＢＢ）

」 （ ）めの自己学習システム のモデルを作成 試作版
した。 ・次年度に実際に使用しての評価と対応が重

また、サブシステムとして、現在存在する食事 要と思う。
療法、運動療法等に関係するサイトの有用性の評
価方法の検討及び栄養所要量策定に用いたデータ ・評価が難しく、またその成果を見極めるの
ベースの整備を行った。 が困難な課題であるが発展を期待したい。

・こうしたセルフ・マネジメント・システム
が、生活改善を希望する学習者のためのもの
か、あるいは支援する側に役立つものか、目
標を明確にした方がよい。そうした意味で、
ニーズに関する文献的検討が不十分なように
思った。この種のシステムでは、せっかく作
ってもほとんど利用されないと、単なる自己
満足で終わってしまうので、継続性のあるシ
ステムを期待したい。

ウ 健康及び栄養に係る科学技術に関する調査研 １１．健康及び栄養に係る情報、規格基準そ
究 の他の調査研究

国・地方公共団体の生活習慣病対策に資する等 ・地域健康政策実態データベース（地方自治体に
の目的のため、生活習慣病対策及び関連する調査 おける生活習慣病対策の実態調査とそのデータベ 総合評価Ｂ （個別評価ＡＡＢＢＢＢＢ）
研究に関する情報をデータベース化し、また、対 ース）を作成し、その結果を研究所ホームページ
策の有効性を評価するシステムを構築する研究等 に掲載するとともに、本調査結果を行政担当者が ・一般国民や行政と研究所との接点にあり、
を行う。 よく目にする雑誌に投稿中である 重要な業務である。

・インターネットを通じた世界の有用な健康栄養 ・今後、国際的な比較はより重要となる。
情報サイトをデータベースに登録し、紹介した。

・本研究を利用しての成果に期待したい。

・わが国における健康・栄養情報データベー
スの構築という大変重要な目的をもった研究
である。現行のＨＰのアクセス数を数万のレ



平成１３年度計画 平成１３年度実施状況 評価委員による評価及びコメント

- 6 -

(ｱ)日本人の性別、年齢階級別等のエネルギー消 同時に二重標識水によるエネルギー消費量の研 プロジェクトチームの拡大や共同研究によっ
費量の測定 究にも着手し 基礎データの蓄積を行いつつある て成果があがることが期待される。、 。

（ ）(ｲ)糖質、脂質、たんぱく質等のエネルギー基質 資料８参照
、 、の算定 ・初年度であり 現在データの蓄積中であり

・研究の成果については、平成１４年７月の日本 今後の進行をみてみたい。
栄養・食糧学会にて発表の予定である。

・エネルギー代謝の研究は長く、主任研究者
・ 日本人の栄養所要量」の第７次改定に対応す の言うダグラス・バックによる古くからの手「
るため、所内にプロジェクトチームを設置し、検 法の難点などは理解できる。また、本プロジ
討を行っている。 ェクトがおこなうヒューマンカロリーメータ

ーを用いたエネルギー代謝の研究はそれなり
に評価できるが、機器そのものの精度の検討
だけでなく、なぜこうした基礎研究が必要と

30されるか、もう少し説明がほしい。今年は
名の宿泊実験を実施とのことであるが、どう
いう種類の実験を何名の対象者に今後おこな
えば目的が達成されるかなど計画全体のプロ
セスも知りたかった。

・重要な研究であるが、又、困難も伴うテー
マなので今後とも着実に。

イ 国民の栄養その他国民の食生活の調査及び研 ７．国民栄養調査の高度化システムに関する
究 調査研究

国民栄養調査の高度化システムに関する調査研 ・国民栄養調査データ処理・解析に関わるシステ
究を実施する。国民の健康増進の施策に役立てる ムの高度化に加え、都道府県等の栄養調査におい 総合評価Ａ （個別評価ＳＳＡＡＡＡＢ）
ため毎年行われている国民の食品・栄養素の摂取 て、食事データの入力、チェック及び集計・解析
等に関する国民栄養調査について、その膨大なデ 業務を支援するシステム開発を行った。特に、平 ・重要な基礎データを提供する研究であり、
ータの迅速かつ高度な集計・解析システムを研究 成１３年１１月実施の国民栄養調査に対応すべ 一層の充実と発展が期待される。
開発するなど次の項目について、研究等を行う。 く、食品成分表の改定に伴う各種データベースを
(ｱ)新しい食品等に適宜対応することができる栄 構築するとともに、新規食品へ適宜対応するため ・食事指導している現場の栄養士と意見交換
養調査コンピュータ処理システムの開発 の検討を行っている。 したり、食事についての臨床疫学調査への応
(ｲ)栄養調査結果データの活用のためのデータベ 用など、応用面も充実するとよいと思う。
ースの構築 ・国民栄養調査のデータベースを構築し、研究所
(ｳ)国民栄養調査の効率化及び標準化への適応 ホームページに公開している。 ・国民栄養調査の利用がよりしやすくなった

ことから十分評価できる。
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・調査の効率化及び標準化のために、実地で管理 ・地道であるが、必要にして、かつ重要な研
栄養士が使用する各種資料を作成するとともに、 究である。国民栄養調査のシステム化では、
都道府県等の担当者を対象とした公開セミナーの これまでのデータとの連続性が維持され、か
開催（平成１３年９月２９日 、ホームページを つ今後の展開で新たな内容の展開や利便性の）
介した情報提供等を行った。 確保、さらに健康日本２１運動などの地域活

用などが期待される。本研究では、これらの
点をすべて満足させて順調にすすんでいると
思う。今後の発展を期待したい。

・実践栄分野の研究者、都道府県レベルの調
査者にとって、調査集計の効率化及び調査法
の統一化を図ることで、全国レベルに調査デ
ータの統一化が図られるシステムの開発は、
この分野の研究者及び国民にとって有益なこ
とである。さらにこれらの標準化されたシス
テムをＨＰを介して公開し、情報提供するこ
とはサービスとしても有効である。

・流動的食生活の中で、摂取量の把握（食事
記録の行動心理まで視野に入れた）から新し
い食品の把握まで、常に新しい問題点を意識
することが大切。

ウ 食品についての栄養生理学上の調査及び研究 ８．食品成分の有効性評価及び健康影響評価
食品成分の健康影響の評価に関する調査研究を ・循環器疾患、肥満・糖尿病、骨・関節疾患の改

実施する。 善を標榜するいわゆる健康食品をターゲットにそ 総合評価Ａ （個別評価ＡＡＡＡＢＢＢ）
近年、多種製造販売されているいわゆる健康食 の有効性及び安全性を評価することに加え、これ

品及び栄養補助食品等について、その生理的有効 らのアレルギー惹起性について検討を行った。具 ・それぞれ重要な研究であるが、一結論を得
性、評価方法及び適正な摂取基準の研究など次の 体的には、γ－アミノ酪酸、銀杏葉エキス、ウコ るには慎重なデータの解釈が必要である。
項目について研究等を行う。 ン、ガルシニア、コラゲンについて、有効性と安
(ｱ)食品成分の生理的有効性の評価 全性の評価を行った。 ・食品の有効性及び安全性の観点からのシス

in(ｲ)食品成分の健康影響の評価方法の確立 テム作りが重要と思う。細胞培養などの
(ｳ)国内の規格基準の制定又は改廃の基礎資料の ・１３年度は初年度であり、年度内に選択した各 系をもっと増やすことは困難であろうvitro
提示 品目についての検討を完了していない。検討が完 か。

、 、(ｴ)行政施策の遂行及び行政指針の策定のための 了した成分については 順次学術誌に発表する他
基礎資料の提供 データベース化を図り、情報発信を行っていく。 ・ 年度のテーマがレポートとして未だ発表13
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・栄養機能食品の新たな規格基準設定のため、た されていない（当然であるが）ので、評価を
んぱく質、脂肪酸３種類、ビタミン１種類、ミネ Ｂとした。
ラル１０種類、ハーブ７種類について、系統的レ
ビューを行い、基礎資料を作成した。 ・健康食品や栄養維持食品が氾濫するなか、

国民の健康な食生活を維持する上で、そうし
た「商品」の評価方法の確立は急務で、その
意味で本研究の意義は大きい。今年度の研究
では６課題を取り上げているが、課題にある
ア、イ、ウのうちどの部分の研究が進んだか
明らかではない。５年計画なので、イについ
ては、最初の２～３年である程度の目処をつ
けて進んでほしい。

９．創造的特別基礎奨励研究（２）基盤的研究
将来生じる可能性のある研究課題にも迅速かつ

的確に対応することができるよう、研究能力を継 総合評価Ａ （個別評価ＡＡＡＡＢＢＢ）
続的に充実させるため、次に掲げる基盤的な調査
及び研究を戦略的に行う。 ・免疫能の評価は 細胞のみでよいかなどNK
ア 次に掲げる健康及び栄養に関する独創的な調 評価に用いる指標の検討も必要と思われる。
査及び研究又は萌芽的な調査及び研究

・平成１３年６月に所内公募を行い(ｱ)～(ｴ)の内 ・独創的、萌芽的研究なので、上層部の不断
(ｱ)身体活動量とエネルギー代謝との関係 容に合致する研究テーマ１２課題の中から７課題 の関心が必要かと思う。
(ｲ)食事摂取基準 を採択し、１２月２０日に中間発表会、平成１４

、 。(ｳ)食品栄養素と生理機能との関係 年３月２５日に研究報告会を実施し、５段階の点 ・興味深いテーマであり 今後に期待したい
(ｴ)代謝異常の機序の解明 数付けによる評価を行った。

・すべてのテーマが創造的、萌芽的なのでし
ょうか。

・若手研究者の力量を高める上で、萌芽的研
究課題を選択し、それぞれの成果を個別に評
価しつなげている意義は大きい。それぞれの
テーマや成果には、当然バラツキがあるのは
当然で、そのなかで継続する必要のある研究
は大いに支援する体制をつくっている点を評
価したい。ただし指導体制に問題はないか気
になった。
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ベルから年間数十万のレベルになるよう目標
を設定してほしい。昨年度の研究は、既存の
生情報の加工に重点がおかれているように思

、 、えたが 既発信の栄養関連ＨＰの分析や連携
栄養研プロパーの情報発信など多くの課題が
あるように思った。なお既情報発信の著作権
問題などはないだろうか。

エ 食品中の栄養成分の生体利用性の評価に関す １２．食品中の栄養成分の生体利用性の評価
る調査及び研究 に関する調査及び研究

食品中の栄養成分の生体利用性を評価する方法 ・ミネラル及びビタミンの一部について、存在形
について、個体・細胞・分子レベルでの解析・研 態及び量とその生体利用性に関する情報の検索・ 総合評価Ａ （個別評価ＡＡＡＡＢＢＢ）
究等を行う。 収集を行っている。ビタミンＥ生理活性に寄与す

る結合タンパク分子のアミノ酸配列を基にデータ ・評価法の検討としては、同様の効果をもつ
ベースを検索して、機能解析評価法の基礎データ 他種栄養成分の比較なども必要であろう。
を得た。

・ 食品中の栄養成分の生体利用性の評価」と「
・成果の一部はすでに栄養学・生化学分野の国内 いうテーマは総論的なので、その中で何を明
外の学会並びに学術雑誌上に発表しており、今後 らかにしようとしているか、もう少しテーマ
も続ける予定である。 をしぼってきたらどうかと思った。特に、個

別の研究成果はともかくとして、ビタミンＥ
など取り上げた食品や物質の研究での優先度

。や必要度がわかるように説明してほしかった

・生理機能解明の上からも興味ある課題が多
い。

１３．改善法に基づく業務（３）栄養改善法の規定に基づく業務
栄養改善法に基づく業務の実施に際しては、厚 ・栄養改善法に基づく業務を厚生労働省との連携

生労働省所管課と定期的な連絡・調整を行い、業 のもとに的確に実施するため、職員を同省健康局 総合評価Ａ （個別評価ＡＡＡＡＢＢＢ）
務を的確に実施し、その結果を迅速に報告するこ 総務課生活習慣病対策室及び食品保健部企画課新
ととする。 開発食品保健対策室に併任で配置した。 ・国民栄養調査の集計業務、特別用途食品の

また、業務の迅速化のために、技術支援者を適 試験業務など、いずれも順調に滑り出してい
切に配置する。 ・国民栄養調査の集計事務においては３名の管理 る。

栄養士を技術支援者として配置した。
・国民栄養調査においてすぐれたシステムが
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・特別用途表示の許可等に係る試験および収去食 作られた。
品の試験においては２名を技術支援者として配置
した。

ア 国民栄養調査の集計事務
厚生労働省が行う国民栄養調査において、集計 ・平成１２年度実施の国民栄養調査に関して、粗

業務を的確に実施する。 集計結果を平成１３年８月に、集計・解析結果は
１０月に厚生労働省へ提出した。それにより、厚
生労働省より１１月８日に「結果の概要」が公表
された（前年度は３月に公表 。）

イ 特別用途表示の許可等に係る試験および収去
食品の試験

特別用途表示の許可等を厚生労働省が行うにあ ・平成１３年度において、特別用途食品の試験依
、 、 、たって、申請者の申請に基づく試験業務を的確に 頼を受付けた件数は １２６件あり この中には

実施する。試験検査用機器の有効利用と計画的整 依頼取下げ等があったため、成績書を発行したの
備を図り、食品試験業務の適正かつ効率的な実施 は、１０７件であった。１０７件のうち、９１件
のための環境を整備する。 については、２か月以内に処理できたが、残る１

６件については、検査方法が確立されていない等
の事情のため、約３か月かかった。

（ ）資料９参照

・また、平成１３年度収去試験として１２１件実
施している。

（参考）特別用途食品試験処理状況

処理件数 ２ヶ月以内処理分
（件）

件 数 処理（％

平成 年度 １６０ １１４ ７１．２12

平成 年度 １０７ ９１ ８５．０13
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、 、・平成１３年度において 液体クロマト装置２台
マイクロプレートリーダー１台、純水製造装置１
台等を購入し、分析業務効率化のための整備を図
った。

１４．職員資質（４）職員の資質の向上
行政ニーズ、社会的ニーズに対応した研究を遂 ・所内研究者が自ら発表する所内セミナーを月２

行することができるよう、業務実施状況の所内報 回程度実施し、同セミナーにおいて１人１回は、 総合評価Ｂ （個別評価ＡＡＢＢＢＢＢ）
告会を半年に１回開催する。また、研究所内外で 発表を行った。
の種々の学会等への職員の参加等により、職員の 資料１０参照 ・行政ニーズ、社会的ニーズに対応した研究（ ）
業務遂行能力の向上を図る。 を遂行することを目的とした職員資質の向上

・４年に１回開催される国際栄養学会へ１１名が の努力は始まったばかりであり、その方向性
参加し、１６件の発表を行ったほか、日本栄養・ は正しいと思う。成果を見守りたい。
食糧学会、日本栄養改善学会、日本体力医学会等
へ延べ約９０名の研究者が参加し 発表を行った ・共同研究施設間でのセミナー等も考えられ、 。

るのではないか。
・業務の進捗状況等の把握・管理のため、事務部
長を含む各部長及び研究系長が毎月２回程度、部

、 （ ）あるいは研究系ごとに会議を開き 各担当 研究
者から報告をさせた上で、意見交換及び指導を行
った。

・研修が開催される場合、回覧等により、職員に
周知を図るとともに、業務遂行上、有用なものに
ついては、受講させた。

３ 外部評価の実施及び評価結果の公表
各研究課題における研究計画、研究の進展度、 ・外部の有識者（健康・栄養分野における学識経

研究目標の達成度等を的確に評価し、適切な研究 験者及びマスコミ関係者）により構成する評価委
業務を推進するため、外部の専門家、有識者によ 員会を平成１４年３月１９日に開催し、平成１４

、 。る研究評価委員会を開催する。 年度の事業計画等について 事前の評価を受けた
（ ）また、外部評価の結果及びその研究への反映内 資料１１参照

容については、研究所ホームページにおいて公表
する。 ・また、平成１３年度の評価については、平成１

４年５月２８日に開催した委員会において評価を
受けた。
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４ 成果の積極的な普及及び活用

（ １５．学会発表１）学会発表等の促進
研究課題ごとに定期的に研究の進行状況を把握 ・学会発表数は国際学会４５回、国内学会１２１

し、国内外の学会等における研究成果の発表及び 回の計１６６回であった。そのうち特別講演、シ 総合評価Ａ （個別評価ＡＡＡＡＡＡＢ）

医学・栄養学関連の学術誌への掲載数を、それぞ ンポジウムは国際学会で１１回、国内学会で３２ ・研究者数が３０名弱の研究所としては、論
れ６０回以上、４０報以上となるよう、研究成果 回であった。 文、学会発表とも、質・量ともにすぐれてい
の発表を促進する。 資料１２参照 る。理事長をはじめ、職員一同の意気込みに（ ）

敬意を表したい。
、 、・学術誌への原著論文の掲載数は 英文誌４６報

和文誌２２報の計６８報であった。 ・学会発表、原著論文とも目標を上回ってい
る。

・平成１３年９月に１件の特許出願を行った 名。（
称：骨粗鬆症治療剤または組成物）

（ ）資料１３参照

１６．情報発信（２）インターネット等による調査及び研究の成
果に関する情報の発信

研究成果については、原則としてその全数をデ ・随時、研究成果や当研究所の業務概要に関する 総合評価Ｂ （個別評価ＡＡＢＢＢＢＣ）
ータベース化し、その概要をホームページにより 情報を当研究所ホームページで公開した。
公開するよう努める。 ・インターネットによる研究成果の情報発信

・平成１３年度のホームページのアクセス件数は の努力は始まったばかりであり、成果を見守
７０，９９７件であった。 りたい。

（ ）資料１４参照
・今後、研究所の独法としてのアイデンティ

・テレビ番組で、関係分野の専門知識等の提供を ティーを一般国民に更に理解してもらえる方
行っている。 向への情報の発信が望まれる。

19:30 19:55（例１：ＮＨＫ１１月５日（月） ～
放送「クローズアップ現代」で高齢者のスポーツ
における持久力に関して解説 ）。

19:20 20:00（例２：ＮＨＫ７月１５日（土） ～
放送「新クイズ日本人の質問」で夏ばてと発汗・
疲労回復の関係を解説 ）。

１７．講演会（３）講演会等の開催
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研究成果の普及を目的として、研究所主催の講 ・平成１３年４月１８日、国立感染症研究所と合 総合評価Ｂ （個別評価ＡＢＢＢＢＢＣ）
演会を概ね年２回実施する。 同で科学技術週間における行事として、一般公開

また、他の研究機関（食品総合研究所等）と協 （研究内容の展示）を行い、６４名が来所した。 ・厚生省所管の試験研究機関当時よりも、研
力し、健康・栄養関連職種を含めた幅広い領域の 資料１５参照 究成果の公表には積極的であり、努力を評価（ ）
人々を対象とした研究所共催の 演会を実施する したい。。

なお、研究所の一般公開を春に実施し、主要な ・平成１３年９月２９日、厚生労働省戸山研究庁
研究成果の紹介及び研究施設の公開を行う。 舎において、公開セミナー「国民栄養調査におけ ・所内で研究会などを開催し、研究所を理解

る五訂成分表の活用」を開催し、全国地方自治体 してもらい、学術交流を深めることを考えて
の栄養調査担当者等約８０名を集めて行った。 はいかがか。

（資料１６参照）
・今後、更に充実する必要（シリーズ等）が

・平成１４年１月１２日、新宿区の安田生命ホー あると思う。
、「 」 、ルにおいて 生活習慣病予防 をテーマとして

一般の人を対象とした公開講座を開催した。講座
、 。（ 、（ ）には ２２４名が集まった 日本経済新聞 社

日本栄養士会月刊誌「栄養日本」１２月号、医学
「 」 。）書院 週刊医学界新聞 に開催概要が紹介された

（ ）資料１７参照

５ 国内外の健康又は栄養に関係する機関との協
力の推進

１８．若手研究者（１）若手研究者等の育成
国内外の若手研究者等の育成に貢献するた ・若手研究者等を当研究所に受け入れるため、特

め、大学院生や他機関に所属する研修生等を継続 別研究員（ポスドク 、流動研究員、協力研究員 総合評価Ａ （個別評価ＡＡＡＡＢＢＢ））
的に受け入れるための制度的基盤を整える。 及び研修生等の受け入れに関する規程を整備し、

また、求めに応じて研究所の研究員による他機 特別研究員（ポスドク）２名、協力研究員 ２２ ・若手研究者の受入数９０名は数的には十分
関の若手研究者への支援・指導を行う。 名、研修生 ６６名、合計９０名の者を受け入れ であるが、ポスドクや流動研究員（外国人を

た。 含む）などの受入数をもう少し増やす必要が
資料１８参照 ある。（ ）

・３１０％の研修生を受け入れて、現在のス
タッフで充分な研修が可能なのか。また、研

。修のために本来の業務遂行に支障はないのか
研修生を受け入れる人的組織について、一考
の余地がないかどうかを憂慮する。
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・研究所にとって重要な事項である。

１９．研究協力（２）研究協力の推進

ア 共同研究 総合評価Ａ （個別評価ＡＡＡＡＡＡＢ）

研究所がこれまで行ってきた官民共同研究を継 ・共同研究規程及び受託研究規程を整備し 随時 ・本年４月より発足した国際・産学共同研究、 、
続するとともに、関係規程を整備したうえで、他 外部機関との共同又は依頼を受けての受託研究を センターには大いに期待したい。
の研究機関、大学、民間企業等との共同研究や受 行った。
託研究を積極的に推進する。 ・好ましい方向であると思う。

・民間企業、研究機関との共同研究及び受託研究
費は３２件１２６，６９３千円（内訳－共同研究

， 、 ，費２件７ ０００千円 受託研究費３０件１１９
６９３千円）である。

（ ）資料５参照

イ 研究員の派遣及び受入
国内外の大学、他の研究機関等との研究協力を ・科学技術振興事業団さきがけ研究２１研究員、

推進し、他機関の研究員の受入及び研究所の研究 科学技術振興事業団科学技術特別研究員、ヒュー
員の派遣を行う。 マンサイエンス振興財団流動研究員、長寿科学リ

また、行政、国際機関等の求めに応じ、専門的 サーチレジデント、重点研究支援協力員、外国人
立場の指導・助言のための職員の派遣を行う。 特別研究員（旧 フェロー）等の外部研究STA

員の受入れ（１４名）を行った。

ウ 国際協力
アジア諸国等との間で、栄養調査、栄養改善及 ・アジア・太平洋３か国（バングラデシュ、マレ

び健康づくり等に関する共同研究を推進する。 ーシア、トンガ）と共同研究を実施した。その一
環として台湾、フィリピンから研究員（日本学術
振興会派遣）等を受け入れた。

・これらの共同研究により、地域における栄養問
題の検出と、公衆衛生上の対策を検討するための
基礎データを得ることができた。

・国際会議等について、研究所が責任をもってフ
ォローする体制を構築することが重要であること
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から、所内に関係職員により構成する「国際協力
・対応に関する連絡会議」を設置した。

・年度計画第１の１の（３）の実施状況参照第３ 予算（人件費の見積りを含む 、収支計画。）
（Ｐ ３及び４）及び資金計画 .

１ 予算
別紙６のとおり。

２ 収支計画
別紙７のとおり。

３ 資金計画
別紙８のとおり。

第４ その他主務省令で定める業務運営に関する
事項

１ 施設及び設備に関する計画

別紙９のとおり。

・年度計画第１の１（１）の実施状況参照２ 職員の人事に関する計画
別紙１０のとおり。 （Ｐ １）.



 
 

外部評価委員会 名簿 （５０音順） 
 
 

 五十嵐 脩  （茨城キリスト教大学教授 
厚生労働省独立行政法人評価委員会委員） 

 上畑 鉄之丞 （聖徳大学人文学科生活文化学科教授） 
○香川 芳子  （女子栄養大学学長） 
 葛谷 信明  （国立国際医療センター代謝内分泌科医長） 
 栗原 敏   （東京慈恵会医科大学学長） 
 坂本 元子  （和洋女子大学教授 

厚生労働省独立行政法人評価委員会委員） 
 鈴木 建夫  （独立行政法人食品総合科学研究所理事長） 
 南 砂    （読売新聞社編集局解説部次長） 
 米谷 民雄  （国立医薬品食品衛生研究所食品部部長） 

 
 

○：委員長  
 


